




年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

平成31年4月版

142,183.00

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 29,168.00 ㎡

㎡

142,184.00

43,827.00

33,927.00

35,262.00

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

総合工事業

東京イースト21

東京都江東区東陽六丁目3番2号

D_建設業 総合工事業D06

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

特定テナント等事業者

15,353.00 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

鹿島建設株式会社

前年度末

鹿島東京開発株式会社

IHI運搬機械株式会社

株式会社日立ドキュメントソリューションズ

㎡

基準年度

62,372.00

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

35,290.00

特定テナント等事業者

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

複合用途ビル(事務所、商業、ホテル、駐車場)である東京イースト21は、所有者であ
る鹿島建設㈱より鹿島東京開発㈱が一括賃借し、不動産の賃借及び運営管理を行って
いる。
・平成4年7月竣工
・タワー棟　地上21階、地下2階(1,2階は商業店舗区画)・ホテル棟　地上20階、地下
3階　・ビジネスセンター棟　地上5階、地下2階(1階は商業店舗区画)　駐車場棟　地
上6階　地下2階(地下2階は全棟で駐車場)　ホテル棟地下3階に全棟用熱源機器(機械
室)を設置(地下3階面積は各用途面積で按分しております)

33,387.44

基準年度

前年度末 29,168.00

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2019

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

指定地球温暖化対策事業者



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

・事業所の設備管理会社との定期的な会議を通じ、設備機器の最適な運転管理を徹底し省エネに取り組む。
・設備機器の計画的な更新計画のもと、省エネ機器導入等を実施する。
・社員、入居事業者に対し適宜会議等を通じ環境意識向上のための啓発活動を実施する。

公表方法

計 画 の
担当部署

鹿島東京開発株式会社　SCﾋﾞﾙ事業部　施設ｸﾞﾙｰﾌﾟ

03-5632-9100

公 表 の
担当部署

名 称

アドレス：

名 称 鹿島東京開発株式会社　SCﾋﾞﾙ事業部　施設ｸﾞﾙｰﾌﾟ

03-5632-9100電 話 番 号 等

東京都江東区東陽六丁目3番2号

10：00～17：00(土日祝、年末年始等は除く)閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

鹿島東京開発株式会社

特定地球温暖化対策事業所 年度

入手方法：

アドレス：

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 1992 8 1

電 話 番 号 等

ホームページで公表

閲覧場所：

2009



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

150

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

最適な運用管理の実施、見直し及び大型機器の更新により削減義務以上の削
減を目指す。

年度

節水により削減を目指す

12,496

年度 2016

87.9 90.7

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 147

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

12,654

そ
の
他
ガ
ス

158

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

13,049 12,851 12,574

87.4

年度年度

89.3

年度2017 2018 2019

その他ガスは、水道及び下水道の使用に伴うものであり、入居事業者従業員
数により左右される。入居事業者への節水を呼びかけ削減できるよう協力を
依頼する。

83,005

年度まで

17%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

20,001

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

12,424

年度年度2015 2016 2017

12,70412,902

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2019

2020 2024年度から

年度から

大型設備機器の最適な運用管理の実施及び見直し等を行うことによりエネル
ギー使用の最適化・効率化を行い削減義務率以上の削減を目指す

2015 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

147

年度

2018 2019年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

7,577

特定温室効果
ガス排出量(E)

7,099 7,297

12,496 12,902 12,704 12,424

具体的な増減要因
2017年度と比較し、ｵﾌｨｽﾃﾅﾝﾄの未入居(BC5F)、入居工事(BC3F)、ﾓｰﾙ区画退去(18年10
月区画104C、206)、空室(区画117、2017年11月より)となっていたため特定温室効果ガ
スの排出量が減少した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

29,4787,505

50,526

20,001

17.00%

100,005

17.00%

20,00120,001

年度 2017 年度 2018

17.00%

年度

17.00%

2015 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2015 年度まで

83,005

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

20,001 20,001

17.00%

2019 年度

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2002年度、2003年度、2004年度

2019 年度前削減計画期間 2018 年度2015 年度 2016 年度 2017 年度

17,000



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 120700
12_蒸気の漏えい及び保温
の管理

蒸気ヘッダー、蒸気弁、フランジ部の保温
断熱

2010年度 蒸気弁、フランジ部の断熱

2 130100 13_空気調和の管理 高効率空調機への更新 2010年度 ホテル棟空調機の高効率空調機への更新

3 170100 17_負荷平準化対策 コージェネレーションの運転形態の変更 2011年度 需給契約形態に適合した運転時間スケジュール化

4 150200 15_照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新 2012年度 モール一部照明器具ＬＥＤ化

5 150200 15_照明設備の運用管理 高輝度誘導灯への更新 2010年度 ＬＥＤ誘導灯への更新

6 130200
13_空気調和設備の効率管
理

熱源機器、空調用ﾎﾟﾝﾌﾟの効率管理 2012年度 空調利用状況に合わせた、空調用ﾎﾟﾝﾌﾟの起動、停止の適正管理

7 130300 13_換気設備の運転管理 電気室、機械室の換気設備の停止運用 2011年度 外気温度の高い夏季期間中に給排気ﾌｧﾝを停止する

8 140100 14_給湯設備の管理 給湯装置使用期間の短縮 2011年度 夏季(7月～9月)給湯系統の停止(蒸気弁閉止、循環ﾎﾟﾝﾌﾟ停止)

9 150200 15_照明設備の運用管理 LED照明の導入 2012年度 ﾀﾜｰ棟3-21階照明LED化

10 170200 17_コージェネレーション 新規ＣＧＳ(700ＫＷ)導入 2012年度 新規ＣＧＳ設備(700ＫＷ)導入(2013年度運用開始)

11 170300 17_新エネルギー 太陽光パネルを設置 2012年度 太陽光パネル(出力10ＫＷ)を新設(2013年度運用開始)

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

・夏季の猛暑によりｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が増加したが、冬季の使用量減少により前年に比べ減少した。

・700kwｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
2013年4月から運用を開始した700kwｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの排温水利用(ﾀﾜｰ棟FCU温水熱交、ﾎﾃﾙ給湯熱交、ｼﾞｪﾈﾘﾝｸ式吸収式
冷凍機)については、負荷状況を監視、確認しながら効率的な排熱利用を目指し運用を継続している。

・機械室排気ﾌｧﾝ
2011年度より実施している機械室給排気ﾌｧﾝの運転時間短縮を継続している。

・設備管理会社である鹿島建物総合管理㈱東京ｲｰｽﾄ21管理事務所担当者及び鹿島東京開発との週1度の節電会議に
て上記記載事項の他、設備機器の運用確認、節電関連追加対策の実施、検討、省エネ運転模索、効果確認を実施、
継続している。



9　総量削減義務の履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

100,00520,00120,00120,001 20,001

年度
削 減 義 務
期 間 合 計

義務開始
の前年度

決
定
及
び
予
定
の
量 削 減 義 務 量

(D=Σ(A×B)) 17,000

50,52612,70412,902 12,424

83,005

29,478

29,4787,505

7,577

15,878

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量

ｔ（二酸化炭素換算）

20,055

7,804 11,701

ｔ（二酸化炭素換算）

ｔ（二酸化炭素換算）32,479

12,424 ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量

4,105

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量

7,505 7,099

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

7,297

削減義務率の区分 Ⅰ－１

年度まで

年度2015

2015 年度から 2019

17.00%

7,5777,2977,099

17.00% 17.00%

特に優れた事業所への認定

極めて優れた事業所への認定

年度

20,001

年度2017 年度

20172016 年度

排 出 削 減 量
(F= A - E)

その他ガス削減量
の義務充当量(G)

削 減 義 務 率
(B)

2015 年度 2016 年度

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E) 12,496

17.00%

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D）

基 準 排 出 量
(A)

17.00%

20192018

年度 2019 年度2018



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2014 2015 2016 2017 2018 2019

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 120700 12_蒸気の漏えい及び保温の管理
蒸気ヘッダー、蒸気弁、フランジ部の保温
断熱 12 0.1 2010年度 12 12 12 12 12 12

2 130100 13_空気調和の管理 高効率空調機への更新 46 0.2 2010年度 46 46 46 46 46 46

3 170100 17_負荷平準化対策 コージェネレーションの運転形態の変更 242 1.2 2011年度 242 242 242 242 242 242

4 150200 15_照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新 9 0.0 2012年度 9 9 9 9 9 9

5 150200 15_照明設備の運用管理 高輝度誘導灯への更新 127 0.6 2010年度 127 127 127 127 127 127

6 130200 13_空気調和設備の効率管理 熱源機器、空調用ﾎﾟﾝﾌﾟの効率管理 35 0.2 2012年度 35 35 35 35 35 35

7 130300 13_換気設備の運転管理 電気室、機械室の換気設備の停止運用 117 0.6 2011年度 117 117 117 117 117 117

8 140100 14_給湯設備の管理 給湯装置使用期間の短縮 2011年度

9 150200 15_照明設備の運用管理 LED照明の導入 139 0.7 2012年度 139 139 139 139 139 139

10 170200 17_コージェネレーション 新規ＣＧＳ(700ＫＷ)導入 47 0.2 2012年度 47 47 47 47 47 47

11 170300 17_新エネルギー 太陽光パネルを設置 6 0.0 2012年度 6 6 6 6 6 6

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63

780 780 780 780 780 780 780

780 780 780 780 780 780

7,505 7,099 7,297 7,577 780

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量
備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
に規定する算定排出削減量をいう。

合　計
対策以外の要因による排出量の減
少 量 （ 前 年 度 排 出 量 比 ）

そ の 他 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

特 定 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

前年度排出量を維持したときと比較
し た
排 出 量 の 削 減 量 の 推 計

追 加 的 対 策 に よ る 削 減 効 果

削 減 効 果 の 推 計 及 び 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

対 策 以 外 の 要 因 に よ る 排 出 量 の 減 少 量 の 推 計 （ 基 準 排 出 量 比 ）

取 引 を 加 味 し た 排 出 削 減 量

追 加 的 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）



11　統括管理者及び技術管理者の氏名等

 (1)　統括管理者

 (2)　技術管理者

（技術管理者を都の登録事業者へ外部委託した場合のみ、次の欄にも記入すること。）

12　添付する書類

連
絡
先

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ yoshinaka@tokyo-east21.co.jp

氏 名

会 社 名

所 属 名

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号

氏 名

会 社 名

所 属 名

連
絡
先

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

大山　知二

鹿島東京開発株式会社

備考　△印の欄には、計画書に添付する各別紙に一連番号を付けた上、該当する別紙の番号を記入すること。

点検表 △別紙（ 3 ）のとおり

△別紙（事業所区域及び燃料等使用量監視点の図示 ）のとおり

5.6 ）のとおり△別紙（

7.8.9.10

事業所境界の図示

検証結果報告書を含む検証書類一式

施設管理部

03-5632-9100

2010年11月17日

受　講　日 2011年6月15日1103004

鹿島東京開発株式会社

SCﾋﾞﾙ事業部　施設ｸﾞﾙｰﾌﾟ　兼　施設管理部

03-5632-9100

吉仲　樹

ohyama@tokyo-east21.co.jp

２０１８年度特定温室効果ガス排出量算定報告書 △別紙（

資 格 要 件 の 名 称

登　録　日
（更新日）

2000年1月20日

受　講　日1014052

一級建築施工管理技士 取得年月日

1 ）のとおり

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号

都 登 録 番 号

２０１８年度その他ガス排出量算定報告書 △別紙（ 2 ）のとおり

4△別紙（ ）のとおり

mailto:yoshinaka@tokyo-east21.co.jp
mailto:ohyama@tokyo-east21.co.jp


年度

１　事業所の概要

２　排出量算定に係る事項

 (1)　事業所境界の図示

平成31年４月版

事 業 所 の 所 在 地 東京都江東区東陽六丁目3番2号

2018

特定温室効果ガス排出量算定報告書

東京イースト21事 業 所 の 名 称

別紙5，6のとおり

0386

㎡142,183.36

指 定 番 号

建 物 の 延 べ 面 積



 (2)　事業所区域及び燃料等使用量監視点の図示

別紙7.8.9.10のとおり



 (3)　算定体制

氏 名

部 署 ・ 役 職

氏 名

部 署 ・ 役 職

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

算定体制

算定責任者
吉仲　樹

鹿島東京開発株式会社SCﾋﾞﾙ事業部施設ｸﾞﾙｰﾌﾟｸﾞﾙｰﾌﾟ統括・部長兼・施設管理部次長

算定担当者

吉仲　樹

yoshinaka@tokyo-east21.co.jp

鹿島東京開発株式会社SCﾋﾞﾙ事業部施設ｸﾞﾙｰﾌﾟｸﾞﾙｰﾌﾟ統括・部長兼・施設管理部次長

03-5632-9100

mailto:yoshinaka@tokyo-east21.co.jp


 (4)　燃料等使用量監視点

No. 排 出 活 動 燃料等の種類 監視点の位置

1 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 地下2階

2 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 地下2階

3 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 区画101、屋上　　10290-8-00

4 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 区画101、屋上　　10290-8-00

5 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 区画104、屋上　　10291-8-00

6 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 区画104、屋上　　10291-8-00

7 燃料の使用 都市ガス13A 1065-998-0030　ﾎﾃﾙ用

8 燃料の使用 都市ガス13A 1065-998-0048　ﾎﾃﾙ用

9 燃料の使用 都市ガス13A 1065-999-0005　ﾎﾞｲﾗｰ用

10 燃料の使用 都市ガス13A 1065-998-0097　CGS用

11 燃料の使用 都市ガス13A 区画101　フォルクス 1202-344-1038

12 燃料の使用 都市ガス13A 区画103　サイゼリヤ 1474-244-1059

13 燃料の使用 都市ガス13A 区画104　すしざんまい 1690-344-1000

14 燃料の使用 都市ガス13A 区画107　バーガーキング  1340-244-1078

15 欠番  (区画109　ｶﾞｽ利用なし)

16 燃料の使用 都市ガス13A 区画110　満月  1795-144-1041

17 燃料の使用 都市ガス13A 区画112　鍛冶屋文蔵1435-044-1003

18 欠番  (区画113　区画統合区画112)

19 燃料の使用 都市ガス13A 区画114　そじ坊  1895-144-1049

20 燃料の使用 都市ガス13A 区画115　しゃぶしゃぶ牛太  1002-344-1032

21 区画116　(17年6月末退去欠番)

22 欠番  (区画117　ｶﾞｽ利用なし)

23 燃料の使用 都市ガス13A 区画119　山野愛子  1951-244-1080

24 燃料の使用 都市ガス13A 区画123　大戸屋  1102-344-1030

25 燃料の使用 A重油 非常用発電機燃料ﾀﾝｸ

26 燃料の使用 A重油 テナント用非常用発電機燃料ﾀﾝｸ

27 燃料の使用 都市ガス13A ﾊﾞﾝﾃﾞﾛｰﾙ(ｱﾝｼﾞｪﾘｰｸﾆｭｰﾖｰｸ)1702-606-1063

28 燃料の使用 都市ガス13A 1849-407-1022 CGS700kw用

29 再生可能エネルギーの電気 再生可能エネルギーを自家消費した電気 日本電気計器検定所有効期限35年7月

30 燃料の使用 軽油 テナント用非常用発電機燃料ﾀﾝｸ

31 燃料の使用 都市ガス13A 区画116　はなまる1490-538-1043(17年7月入居工事開始)



 (5)　燃料等使用量 2018 年度.

～ ）

単位発熱量 熱量 排出量

（GJ/固有単位） (GJ) (t-CO2)

1 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 購 kWh 645,384 744,360 713,520 1,001,472 970,248 776,784 696,408 659,280 700,896 718,776 626,520 676,008 8,929,656 9.97 89,029 4,367

2 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 購 kWh 462,408 534,960 580,080 735,192 729,984 615,624 527,544 445,920 441,600 406,128 379,176 437,184 6,295,800 9.28 58,425 3,079

3 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 購 kWh 22,626 22,966 26,136 30,776 37,516 33,815 25,743 22,736 23,665 28,508 28,123 22,032 324,642 9.97 3,237 159

4 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 購 kWh 5,803 5,599 6,351 7,320 8,567 8,246 6,184 5,673 6,041 6,990 6,345 5,077 78,196 9.28 726 38

5 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 購 kWh 11,504 11,778 14,039 16,925 21,000 18,458 13,585 10,916 10,709 12,930 13,035 10,302 165,181 9.97 1,647 81

6 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 購 kWh 3,830 3,527 4,063 4,656 4,973 3,979 3,392 2,995 2,797 3,667 2,920 2,678 43,477 9.28 403 21

7 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 2,437 2,055 1,458 1,630 1,707 1,342 1,735 1,706 1,856 2,460 1,836 2,135 22,357 45.00 973 48

8 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 2,602 3,739 3,487 3,868 3,179 3,384 3,828 3,727 3,509 4,043 3,269 2,983 41,618 45.00 1,810 90

9 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正有り m3 43,069 50,000 37,860 66,645 64,720 38,539 38,893 55,417 90,539 143,780 106,840 87,119 823,421 45.00 35,465 1,769

10 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正有り m3 52,441 50,868 54,861 57,942 58,016 48,586 59,545 52,656 50,069 51,983 50,279 52,393 639,639 45.00 27,550 1,374

11 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 1,193 1,146 1,087 917 1,031 915 1,053 1,165 1,452 974 1,136 1,326 13,395 45.00 583 29

12 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 869 907 871 799 873 741 874 933 1,056 771 856 987 10,537 45.00 458 23

13 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 747 739 713 580 659 547 683 766 1,034 752 879 917 9,016 45.00 392 20

14 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 853 873 861 818 1,033 975 1,067 1,048 948 962 1,053 1,166 11,657 45.00 507 25

16 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 854 890 878 836 786 686 818 902 949 788 890 961 10,238 45.00 445 22

17 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 414 421 346 331 375 317 411 425 510 588 445 474 5,057 45.00 220 11

19 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 612 592 578 522 582 506 604 670 738 568 634 670 7,276 45.00 317 16

合計 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 247,340 12,424

■その他燃料に関する情報 ※検定等の有無が「無」と選択されております。

具体的燃料の種類 　特定温室効果ガス排出量算定ガイドライン56～58ページを参照し、適切な乗率を記入してください。

そ の 他 燃 料 １ ※「再生可能エネルギーの自家消費量」の把握方法が「実測」、かつ、検定等の有無が「無」と選択されております。

そ の 他 燃 料 ２ 　特定計量器以外での実測は認められませんので、修正してください。

2018年4月使用量　　（ 2019年3月

12月 1月6月 10月4月

燃料等
監視点

入
力
方
法

単位発熱量（ＧＪ/固有単位）

検定
等の
有
無

都市ガス
メータ種

燃 料 等 の 種 類排 出 活 動
供　給
会社等

単位
把握
方法

計量器の
種　　類

単　位

5月 7月 8月 9月 2月11月 3月 計乗率



 (5)　燃料等使用量 2018 年度.

～ ）

単位発熱量 熱量 排出量

（GJ/固有単位） (GJ) (t-CO2)

2018年4月使用量　　（ 2019年3月

12月 1月6月 10月4月

燃料等
監視点

入
力
方
法

検定
等の
有
無

都市ガス
メータ種

燃 料 等 の 種 類排 出 活 動
供　給
会社等

単位
把握
方法

計量器の
種　　類 5月 7月 8月 9月 2月11月 3月 計乗率

20 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 456 477 296 292 210 207 285 255 323 429 313 238 3,781 45.00 164 8

23 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 108 96 70 71 40 47 74 79 101 128 103 118 1,035 45.00 45 2

24 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 1,095 1,161 1,138 1,047 1,139 948 1,129 1,210 1,313 972 1,081 1,119 13,352 45.00 581 29

25 燃料の使用 A重油 購 L 0 0 0 0 0 0 1,800 0 0 0 0 0 1,800 39.10 70 5

26 燃料の使用 A重油 購 L 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 39.10 0 0

27 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 11 12 7 8 6 6 8 7 7 7 6 9 94 45.00 4 0

28 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正有り m3 43,553 42,983 47,180 49,796 49,549 41,495 50,599 44,702 42,982 44,653 42,697 44,586 544,775 45.00 23,464 1,170

29 再生可能エネルギーの電気 再生可能エネルギーを自家消費した電気 実 電力量計 有 kWh 転記 976 959 897 1,067 1,003 851 596 728 633 725 769 772 -9,975 － － -2

30 燃料の使用 軽油 購 L 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 37.70 0 0

31 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 1,608 1,584 1,514 1,450 1,588 1,394 1,661 1,671 1,826 1,412 1,583 1,695 18,986 45.00 826 41



 (6)　燃料等使用量及び特定温室効果ガス排出量

単 位 2018年度 排出係数
（t/GJ, 千kWh)

排出量
（ｔ）

kL 0.0187

kL 0.0184

kL 0.0183

kL 0.0182

kL 0.0185

kL 0.0187

kL 2 70 0.0189 5

kL 0.0195

ｔ 0.0208

ｔ 0.0254

液 化 石 油 ガ ス （ LPG) ｔ 0.0161

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス 千Nm
3 0.0142

液 化 天 然 ガ ス （ LNG) ｔ 0.0135

その他可燃性天然ガス 千Nm
3 0.0139

原 料 炭 ｔ 0.0245

一 般 炭 ｔ 0.0247

無 煙 炭 ｔ 0.0255

ｔ 0.0294

ｔ 0.0209

千Nm
3 0.0110

千Nm
3 0.0263

千Nm
3 0.0384

都市ガス（ 13A） 千Nm
3 2,085 93,804 0.0136 4,678

都 市 ガ ス （ 6A ） 千Nm
3 0.0136

GJ 0.060

GJ 0.060

GJ 0.060

GJ 0.060

GJ 0.060

93,874 4,683

昼間（8時～22時） 千kWh 9,419 93,912 0.489 4,606

夜間（22時～翌日8時） 千kWh 6,417 59,554 0.489 3,138

千kWh 0.489

千kWh 0.489

千kWh -10 0.489 -2

千kWh 15,827 153,466 7,742

GJ

千kWh

GJ 247,340 12,424

kL

※環境価値換算量（電気等環境価値保有量）として評価される場合は、記入しないこと。

熱 GJ

電　気 千kWh

6,381

燃 料 ・ 熱 の 種 類

Ａ 重 油

石 炭

軽 油

使 用 量 等

電
気 再生可能エネルギーの環境価値を移転した電気

小 計

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ NGL ）

一般送配電事業者の電線路
を介して供給された電気

原 油

可 燃 性 天 然 ガ ス

灯 油

自ら再生可能エネルギーから
生成した熱又は電気の量

（参考）

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 自 家 消 費 し た 電 気 ※

原 油 換 算

小 計

外
部
供
給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

合 計

燃
料
及
び
熱

転 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

特定温室効果ガス排出量

コ ー ル タ ー ル

石 油 ア ス フ ァ ル ト

熱量
（GJ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

小 計

コ ー ク ス 炉 ガ ス

石 油 コ ー ク ス

Ｂ ・ Ｃ 重 油

冷 水

そ の 他 の 燃 料

石 炭 コ ー ク ス

そ の 他 の 買 電 （ 昼 夜 間 不 明 の 場 合 を 含 む 。 ）

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

温 水

石 油 ガ ス

小 原 単 位 建 物 相 当 量

低 炭 素 電 力 の 受 入 れ

低 炭 素 熱 の 受 入 れ

高 炭 素 電 力 の 受 入 れ

高効率コージェネレーションシステムからの電気の受入れ

高効率コージェネレーションシステムからの熱の受入れ



年度

１　指定地球温暖化対策事業所の概要

２　排出量の算定根拠

 (1)　水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水

 (2)　事業所内における温室効果ガスの排出に係るその他の排出活動

平成31年4月版

非 エ ネ ル ギ ー
起 源 二 酸 化 炭 素 （ CO2 ）

メ タ ン
（ CH4 ）

2018

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

排 出 活 動 の 種 類

水 道 及 び 工 業 用 水 道 の 水 の 使 用

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

91.3

150

0.251

0.439

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量
（ 二 酸 化 炭 素 換 算 ）

公 共 下 水 道 へ の 排 水

排出活動の種類
前年度活動量

活 動 量

温室効果ガス排出量
（ 当 該 物 質 の 量 ）

排出量（ｔ）

207.878 千㎥

合 計

ガス
種類

単位 排出係数 地球温暖化係数

その他ガス排出量算定報告書

東京イースト21

単位

232.897 千㎥

前 年 度 活 動 量 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

活 動 量 排 出 係 数 排出量(t)

58.5

東京都江東区東陽六丁目3番2号

排出量（ｔ）

ガ ス 種 類 別 合 計

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ハイドロフルオロカーボン
（ HFC ）

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン
（ PFC ）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）







B2F　特高電気室
　１，２　電力量計

B2F　ｶﾞｽｶﾞﾊﾞﾅ室
　７　ｶﾞｽﾒｰﾀ（ﾎﾃﾙ用1065-998-0030）
　８　ｶﾞｽﾒｰﾀ（ﾎﾃﾙ用1065-998-0048)
　９　ｶﾞｽﾒｰﾀ（ﾎﾞｲﾗｰ用1065-999-0005)
　10　ｶﾞｽﾒｰﾀ（CGS用1065-998-0097）

Ｂ2Ｆ非常用発電機室
　25　Ａ重油ﾀﾝｸ(非常用発電機用燃料ﾀﾝｸ)

別紙　7



区画104屋上
　５．６　電力量計(店舗用)

区画101屋上
　３．４　電力量計(店舗用)

1階　区画104
　13　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画103
　12　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画109
　15　欠番
物販店舗ガスなし

1階　区画110
　16　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画112
　17　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画113
　18　欠番
区画統合(112)

1階　区画114
　19　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画115
　20　ｶﾞｽﾒｰﾀ(115)

1階　区画117
　22　欠番
ｶﾞｽ利用なし
17年10月退去

1階　区画119
　23　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画123
　24　ｶﾞｽﾒｰﾀ

1階　区画101
　11　ｶﾞｽﾒｰﾀ

別紙８

01階　区画107
　14　ｶﾞｽﾒｰﾀ

　19年5月31日退去

1階　27ｶﾞｽﾒｰﾀ
ﾊﾞﾝﾃﾞﾛｰﾙ･(ｱﾝｼﾞｪﾘｰｸﾆｭｰﾖｰｸ)

1階　区画116
　21　ｶﾞｽﾒｰﾀ

　17年6月末退去

1階　区画116
　31　ｶﾞｽﾒｰﾀ

　17年7月入居



別紙９

2階
　26　Ａ重油ﾀﾝｸ(ﾃﾅﾝﾄ用非常用発電機燃料ﾀﾝｸ)

2階
　30　軽油ﾀﾝｸ(2017年5月新設ﾃﾅﾝﾄ用非常用発電機燃料ﾀﾝｸ)



別紙10

ＲＦ
　28　ｶﾞｽﾒｰﾀ(ＣＧＳ用1849-407-1022)

M4階
　29　太陽光パネル　発電電力量メータ





年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

平成31年4月版

50,839.66

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 4,907.58 ㎡

㎡

50,839.66

45,405.66

526.42

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

不動産賃貸業・管理業

赤坂Ｋタワー

東京都港区元赤坂一丁目２番７号

K_不動産業_物品賃貸業 不動産賃貸業・管理業K69

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

526.42 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

㎡

前年度末 ㎡

基準年度

前年度末

㎡

基準年度

45,405.66

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

宿 泊

教 育

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

主要用途：事務所、共同住宅、店舗、駐車場、駐輪場
規模・階数：地上30階／地下3階／塔屋2階
構造：RC造+S造
竣工：2012年1月

5,121.21

基準年度

前年度末 4,907.58

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末

指定地球温暖化対策事業者

特定テナント等事業者

特定テナント等事業者

鹿島建設株式会社

太陽有限責任監査法人

ヤフー株式会社

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2019

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求
しつつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。地球温暖化対策
の推進にあたっては、入居テナントや来訪者の快適性を維持しつつ、各種設備を合理的に運用することで省エネ
ルギーの実現を図る。
① 省エネルギーに繋がる各種設備機器の合理的運用
② 地球温暖化対策の計画策定と実施
③ 入居テナントと協同した省エネルギー活動の実施

公表方法

計 画 の
担当部署

鹿島建物総合管理株式会社　首都圏中央支社

03-6804-2874

公 表 の
担当部署

名 称

アドレス：

名 称 赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

03-6434-0022電 話 番 号 等

東京都港区元赤坂1-2-7

9:00～17：00閲覧可能時間

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

特定地球温暖化対策事業所 年度

入手方法：

アドレス：

2014

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2012 1 31

電 話 番 号 等

ホームページで公表

閲覧場所：

2016

推進責任者（設備管理者）
防災センター（所長）

テナント温暖化対策推進協議会
テナントと温暖化対策推進の協議を行う

推進責任者（テナント管理者）
マネジメントオフィス

エネルギー管理員
防災センター

テナントA 推進員（特定テナント）

※対策推進を統括する責任者

※エネルギー消費設備の維持・改善等の管理・提言を行う

鹿島 開発事業本部
統括管理者

統括管理者
鹿島 開発事業本部（部長）

※各テナントの協力を

取りまとめる責任者

テナントB 推進員

テナントC 推進員

テナントD 推進員

技術管理者
鹿島建物総合管理

首都圏中央支社

※温暖化対策取り纏め責任者

※テナント内の取組を推進する

地球温暖化対策推進委員会

目標管理と計画作成、対策実施を推進する

※統括管理者に技術的な
助言を継続的に行う。



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

18

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

設備の更新時期には、高効率機器への更新検討を進める。又、保守・点検計
画を策定し、設備の性能・効率低下を防ぎ、総量削減義務の着実な達成を目
指す。

年度

現在に引き続き節水を行うことにより、継続してその他ガスの抑制を図る。

3,102

年度 2016

61.0 64.8

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 20

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

3,119

そ
の
他
ガ
ス

17

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

3,315 3,383 2,873

56.5

年度年度

66.1

年度2017 2018 2019

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水
道の使用および下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出のみであり、節水に
よりその他ガスの削減を図る。

18,284

年度まで

4%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

4,761

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

2,855

年度年度2015 2016 2017

3,3633,295

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2019

2020 2024年度から

年度から

地球温暖化対策推進委員会を通じて、入居テナントと共同し、快適性を維持
しつつ設備機器の運用改善を実施し、省エネルギー活動を進めていく。

2015 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

20

年度

2018 2019年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

1,906

特定温室効果
ガス排出量(E)

1,466 1,398

3,295 3,363 2,855

具体的な増減要因 テナント入退去の為

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

4,770

9,513

4,761

4.00%

19,044

4.00%

4,7614,761

年度 2017 年度 2018

4.00%

○

年度

○ ○○

2015 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2016 年度まで

18,284

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

4,761

4.00%

2019 年度

削 減 義 務 量
(D＝Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2019 年度前削減計画期間 2018 年度2015 年度 2016 年度 2017 年度

760



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 2015年度4月

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 2015年度4月～

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 2015年度4月

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 2015年度4月

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施

2015年度7月～

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 2015年度～

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 2015年度4月～

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 2016年度6月～

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運転時
間短縮

2016年度12月 5･6階は2017年度に入居した為運転短縮は行っておりません。

10 130300 13_換気設備の運転管理 B2F諸室系統外調機の運転時間短縮実施 2017年度8月～

11 130300 13_換気設備の運転管理 2F熱源機械室給気ファン運転時間短縮 2018年度5月～ 夏期のみ実施。

12

13

14

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

16

17

18

19

20

21

22

23

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求し
つつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。また、運用面におい
ても省エネルギーの取組みを推進するため、地球温暖化対策推進委員会を組織し、入居テナントや来訪者の快適性
を維持しつつ、各種設備の合理的運用により省エネルギーの実現を図っている。

地球温暖化対策の取り組みとして以下の取り組みを実施
Ⅰ．熱源設備
　1．ターボ冷凍機・温水器：負荷熱量に応じた台数制御運転及び大温度差送水システムの導入
　2．冷水・温水2次ポンプ：負荷流量による台数制御及び末端差圧制御の導入
　3．温度成層型冷水蓄熱槽：夜間蓄熱運転制御の導入
　4．冷却塔ファン：冷却水温度によるファンの段数制御及び冷却水ポンプの温度変流量制御の導入
　5．熱源自動制御：熱源最適システムの導入

Ⅱ．空調設備
　1．基準階空調機：空調機インバーター制御、ＶＡＶ給気風量制御、ＣＯ２制御、外気冷房制御による運用
　2．電気室、ＥＬＶ機械室：室内温度による、換気ファン・ＰＡＣ台数制御の導入
　3．駐車場CO制御の運用

Ⅲ．照明制御
　1．基準階専有部：人感センサー・セキュリティー連動による自動消灯・調光センサーによる出力制御
　2．基準階共用部：セキュリティー連動による自動消灯、夜間スケジュールによる消灯
　3．ＷＣ：人感センサーによる自動消灯
　4．エントランス：休日・夜間スケジュールによる自動消灯、調光センサーによる出力制御
　5．テナント専用部：照度緩和提案（一部実施）

Ⅳ．衛生設備
　1・パントリー：電気温水器の休日・夜間停止
　2・ＷＣ洗面台：電気温水器の夏期停止



9　総量削減義務の履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

19,0444,7614,761 4,761

年度
削 減 義 務
期 間 合 計

義務開始
の前年度

決
定
及
び
予
定
の
量 削 減 義 務 量

(D=Σ(A×B)) 760

9,5133,3633,295 2,855

18,284

4,770

4,770

1,906

4,200

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量

ｔ（二酸化炭素換算）

5,916

1,276 2,484

ｔ（二酸化炭素換算）

ｔ（二酸化炭素換算）8,771

2,855 ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量

1,466

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

1,398

削減義務率の区分 Ⅰ－１

年度まで

年度2015

2016 年度から 2019

4.00%

1,9061,3981,466

4.00% 4.00%

特に優れた事業所への認定

極めて優れた事業所への認定

年度

4,761

○ ○

年度2017 年度

20172016 年度

排 出 削 減 量
(F= A - E)

その他ガス削減量
の義務充当量 (G)

削 減 義 務 率
(B)

2015 年度 2016 年度

○

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E)

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D）

基 準 排 出 量
(A)

4.00%

○

20192018

年度 2019 年度2018



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2014 2015 2016 2017 2018 2019

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 1 0.0 2015年度4月 1 1 1 1 1

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 64 1.3
2015年度4月

～ 64 64 64 64 64

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 50 1.1 2015年度4月 49 49 49 49 49

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 9 0.2 2015年度4月 9 9 9 9 9

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施 4 0.1

2015年度7月
～ 4 4 4 4 4

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 7 0.1 2015年度～ 6 7 7 7 7

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 19 0.4
2015年度4月

～ 19 19 19 19 19

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 9 0.2
2016年度6月

～ 9 9 9 9

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運転
時間短縮 4 0.1 2016年度12月 4

10 130300 13_換気設備の運転管理 B2F諸室系統外調機の運転時間短縮実施 3 0.1
2017年度8月

～ 3 5 5

11 130300 13_換気設備の運転管理 2F熱源機械室給気ファン運転時間短縮 7 0.1
2018年度5月

～ 7 7

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2014 2015 2016 2017 2018 2019

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63

177 152 166 165 174 174

152 166 165 174 174

1,466 1,398 1,906 174

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
に規定する算定排出削減量をいう。

合　計
対策以外の要因による排出量の減
少 量 （ 前 年 度 排 出 量 比 ）

そ の 他 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

特 定 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

前年度排出量を維持したときと比較
し た
排 出 量 の 削 減 量 の 推 計

追 加 的 対 策 に よ る 削 減 効 果

削 減 効 果 の 推 計 及 び 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

対 策 以 外 の 要 因 に よ る 排 出 量 の 減 少 量 の 推 計 （ 基 準 排 出 量 比 ）

取 引 を 加 味 し た 排 出 削 減 量

追 加 的 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量
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（技術管理者を都の登録事業者へ外部委託した場合のみ、次の欄にも記入すること。）
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連
絡
先

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ksugano@kajima-tatemono.com

氏 名

会 社 名

所 属 名

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号

氏 名

会 社 名

所 属 名

連
絡
先

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

草間　理彰

鹿島建設株式会社

備考　△印の欄には、計画書に添付する各別紙に一連番号を付けた上、該当する別紙の番号を記入すること。

検証結果報告書を含む検証書類一式 △別紙（ 3 ）のとおり

△別紙（ ）のとおり

）のとおり△別紙（

開発事業本部　資産マネジメント事業部　担当部長

03-5544-1183

2010年11月16日

受　講　日 2016年10月25日

鹿島建物総合管理株式会社

首都圏中央支社　建物管理1部　工事担当部長

03-6704-4100

菅野　健二

reshow@kajima.com

EB-052032

２０１８年度特定温室効果ガス排出量算定報告書 △別紙（

資 格 要 件 の 名 称

登　録　日
（更新日）

2014年4月1日

2013年12月17日

受　講　日1012101

一級管工事施工管理技士 取得年月日

1 ）のとおり

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号

都 登 録 番 号

２０１８年度その他ガス排出量算定報告書 △別紙（ 2 ）のとおり

△別紙（ ）のとおり


















































	20191029_地球温暖化対策計画書
	計画書2054_2019_kokuji5_yoshiki
	その1
	その1-2
	その2
	その3
	その4
	その5
	その6
	その8（非公表）
	その9（非公表）
	その10（非公表）

	20191029_地球温暖化対策計画書

